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第 ３ 条　受発注者の責務
1． 受注者は、契約の履行に当たって調査等の意図及び目的を十分に理解したうえで調査等に適用すべき  

   諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。
2． 受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務の履行に努めな
   くてはならない。
3． 受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した測量業
   務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る資金、労
   働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。

第 ４条　業務の着手

　受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後15日（土曜日、日曜日、祝日等（行政機関

の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第 １条に規定する行政機関の休日（以下「休日等」という。））

を除く）以内に測量業務に着手しなければならない。この場合において、着手とは主任技術者が測量業務

の実施のため監督員との打合せを行うことをいう。

第 ５条　測量の基準

　測量の基準は福島県の定める「公共測量作業規程」（以下「規程」という。）第 ２条の規定によるほかは

監督員の指示によるものとする。

第 ６条　業務の実施

　測量業務は、「規程」により実施するものとする。なお、測量成果の種類、内容、構造、品質等は、製

品仕様書によるものとし、定めのない場合は、規程第 ５条第 ３項第一号及び第二号によるものとする。

　※（参考）国土地理院の製品仕様書に関するページ

　　　　　　http://psgsv.gsi.go.jp/koukyou/public/seihinsiyou/seihinsiyou_index.html

　また、公共測量の実施にあたっては「規程」の定めの他、別途地理院より定めるマニュアルによるもの

とする。

第 ７条　設計図書の支給及び点検

１� ．受注者からの要求があった場合で、監督員が必要と認めたときは、受注者に図面の原図若しくは電子

データを貸与する。ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、受注

者の負担において備えるものとする。

２ �．受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合は監督員に書面により報告し、その指示を

受けなければならない。

３．監督員は、必要と認めるときは、受注者に対し図面又は詳細図面等を追加支給するものとする。

第 ８条　監　督　員

１ ．発注者は、測量業務における監督員を定め、受注者に通知するものとする。

２． 監督員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行うものとする。

３．契約書の規定に基づく監督員の権限は、契約書第 ９条第 ２項に規定した事項である。

４ �．監督員がその権限を行使するときは、書面（〔Ⅱ編〕様式－10または様式－12）により行うものとす 

る。ただし、緊急を要する場合、監督員が受注者に対し口頭による指示等を行った場合には、受注者は

その口頭による指示等に従うものとする。なお監督員は、その口頭による指示等を行った後 ７日以内に

書面（〔Ⅱ編〕様式－10または様式－12）で受注者に指示するものとする。
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３ �．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、提出

するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。

４ �．受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が100万円以上の業務について、業務実績情報シス

テム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成した ｢登録のための

確認のお願い｣ をテクリスから監督員にメール送信し、監督員の確認を受けた上で、受注時は契約後速

やかに、登録内容の変更時は変更があった日から速やかに、完了時は業務完了後速やかに、訂正時は適

宜、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者

とする（担当技術者の登録は ８名までとする）。

　また、受注者は、契約時において、予定価格が1,000万円を超える競争入札により調達される建設コ

ンサルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録

する際は、「低価格入札である」にチェックをした上で、「登録のための確認のお願い」を作成し、監督

員の確認を受けること。

　また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に監督員にメール送信される。なお、変

更時と完了時の間が、土曜日、日曜日、祝日、年末年始の閉庁日を除き15日間に満たない場合は、変更

時の登録申請を省略できるものとする｡

　また、本業務の完了後において、訂正または削除する場合においても、同様に、テクリスから発注者

にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に申請しなければならない。

第13条　打 合 せ 等

１� ．測量業務を適正かつ円滑に実施するため、主任技術者と監督員は常に密接な連絡をとり、業務の方針

及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受注者が書面（打合せ記録簿〔Ⅱ編〕

様式－27）に記録し、相互に確認しなければならない。

　なお、連絡は積極的に電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、必要に応じて

書面（打合せ記録簿）を作成するものとする。

２ �．測量業務着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、主任技術者と監督員は打合せを行うも

のとし、その結果について受注者が書面（打合せ記録簿）に記録し相互に確認しなければならない。

３ �．受注者は、支給材料について、その受払状況を登録した帳簿を備え付け、常にその残高を明らかにし

ておかなくてはならない。また、受注者は、業務完了時（完了前であっても工程上支給品の精算が行え

るものについてはその時点）には支給品精算書を監督員に提出しなければならない。

４ �．主任技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに監督員と協議するも

のとする。
5 ．打合せの想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。

６  ．受注者は、発注者に電子媒体等を提出する際には、必ず最新のデータに更新（アップデート）された

ソフトを使用してウィルスチェックを行い、提出するものとする。なお、使用するウィルスチェックソ

フトの種別は任意とする。

７．監督員及び受注者は､「ワンデーレスポンス」※に努める。

※�ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、 １日あるいは適切な期限までに対応することをいう。

なお、 １日での回答が困難な場合などは、いつまでに対応するかを連絡するなど、速やかに何らかの

対応をすることをいう。

8� ．受発注者は、ウィークリースタンスの推進に努める。ウィークリースタンスとは、受発注者協力のも
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ロ　セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用

ハ　セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存

ニ　セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送

ホ　情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送

　 （事故の発生時の措置）

　１�  ）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出事故に

あった場合には、速やかに発注者に届け出るものとする。

　 ２ �）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故

の再発防止の措置を講ずるものとする。

３ �．発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を行う場合

がある。

第40条　暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置

１ ．受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否すること。

　また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。

下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。

２ �． １ ．により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面に

より発注者に報告すること。

３ �． １ ．及び ２．の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じることがある。

４ �．暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者

と協議しなければならない。

第４１条　保険加入の義務
1． 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、雇用
　者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。
2． 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。
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